
66 漁船漁業・担い手確保対策事業
【３，８０４（９１８）百万円】

対策のポイント
・高性能漁船の導入等による漁船漁業の収益性向上や資源管理のための減船
等を推進し、持続的な漁業生産構造を確立します。

・人材の育成・確保等を通じて、持続的に漁業活動を担い得る漁業経営を育
成します。

＜背景／課題＞
・食と農林漁業の再生推進本部で決定された「我が国の食と農林漁業の再生のための基

本方針・行動計画」に基づき、収益性重視の生産体制への転換を促進するため、高性
能漁船の導入等の新たな取組による収益性改善の実証事業を推進することにより、将
来にわたり水産物の安定供給を担う経営体を育成するとともに、漁業従事者の減少・
高齢化が進む中で、新規就業希望者が円滑に漁業に就業ができるよう、漁業現場での
長期実地研修等を推進するとされたところです。

・我が国漁業は魚価の低迷、燃油価格の高止まり等により厳しい経営環境にあり、収益
性の高い操業体制の構築が必要となっており、また、漁業の将来を担う人材の確保・
育成の確保等も急務となっています。

・また、水産資源の回復・管理を図ることは、水産政策の重要課題であり、減船等によ
り資源水準に見合った漁業体制を構築していくことが必要となっています。

政策目標
○省エネ・省コスト等高性能漁船の導入等により、次期代船建造

が可能な収益性の向上（償却前利益が計画期間中に年平均１０
％向上）

○毎年度２，０００人の新規漁業就業者を確保
○毎年度資源管理計画に基づく減船等の実施目標を１００％達成

＜主な内容＞
１．漁船漁業の収益性向上等

高性能漁船と高度な品質管理手法の導入等により、漁船漁業の収益性を高める取
組を支援します。
漁業構造改革総合対策事業【既存基金への積み増し】 ３，０００（０）百万円

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

[４次補正：１３，８０４百万円］

２．漁業を担う人材の確保
漁業への新規就業・後継者育成を促進するため、就業準備講習や漁業就業相談会

の開催、漁業現場での長期研修（※）等を支援します。
（※受入漁家の研修指導への助成：9.4～28.2万円／月以内(就業形態による）

実施規模：260人程度 ）
漁業就業者確保・育成対策事業(新規） ３９６（０）百万円
効率的・安定的沿岸漁業促進事業 ５６（７０）百万円

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体等

３．資源管理計画に基づく減船等の支援
資源水準に見合った漁業体制の構築を促進するため、資源管理計画に基づき漁業

者が自主的に行う減船等の取組を支援します。
水産業体質強化総合対策事業のうち再編整備等推進支援事業 １２５（１５６）百万円

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：
１の事業 水産庁漁業調整課（０３－３５０２－８４６９（直））
２～３の事業 水産庁企画課 （０３－３５０２－８４１５（直））
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